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（単位：億円、％）

平成24年度 平 成 23 年 度 増　減　額 増　減　率
区            分 当初予算額 当初予算額 第１次補正額 第２次補正額 第４次補正額 補　正　後 A－B A－F G／B H／F

Ａ B C D E B + C + D + E   F G H (%) (%)

　　所  得  税 (A) 134,910        134,900        -                 -                 -900            134,000        10            910          0.0 0.7

国
　　酒       税 (B) 13,400          13,480          -                 -                 -                 13,480          -80          -80          -0.6 -0.6

　　二　 税　 計 （ア） 148,310        148,380        -                 -                 -900            147,480        -70          830          -0.0   0.6

　　法  人  税   （イ） 88,080          77,920          -                 -                 10,150          88,070          10,160      10            13.0 0.0

税
    消  費  税   （ウ） 104,230        101,990        -                 -                 -                 101,990        2,240        2,240        2.2 2.2

    た ば こ 税  （エ） 9,450           8,160           -                 -                 1,780           9,940           1,290        -490         15.8 -4.9

   （ア）×３２％ 47,459          47,482          -                 -                 -288            47,194          -22          266          -0.0   0.6

　
 　（イ）×３４％ 29,947          26,493          -                 -                 3,451           29,944          3,454        3              13.0 0.0

   （ウ）×２９.５％ 30,748          30,087          -                 -                 -                 30,087          661          661          2.2 2.2

   （エ）×２５％ 2,363           2,040           -                 -                 445              2,485           323          -123         15.8 -4.9

    小       計 110,517        106,101        -                 -                 3,608           109,709        4,415        807          4.2 0.7

過年度精算分（19、20年度） -3,637          -999            -                 -                 -                 -999            -2,638      -2,638      264.1  264.1  

過年度精算分（22年度） -                 -                 -                 5,455           -                 5,455           -              -5,455      -        皆減

20年度補正予算（第２号）における臨時
財政対策債振替加算相当額の減額分 -827            -                 -                 -                 -                 -                 -827         -827         皆減 皆減

 小　　計（法定五税分） 106,053        105,103        -                 5,455           3,608           114,165        950          -8,113      0.9 -7.1

法定加算等 9 752 8 062 8 062 1 690 1 690 21 0 21 0

一　　平成24年度地方交付税総額算定基礎

一

般

法定加算等 9,752           8,062           -               -               -               8,062         1,690        1,690       21.0 21.0

別枠の加算 10,500          12,650          -                 -                 -                 12,650          -2,150      -2,150      -17.0 -17.0

地方の財源不足の状況を踏ま
えた別枠加算 10,500          10,500          -                 -                 -                 10,500          -              -              -        -        

歳出特別枠の上乗せ分見合い
の別枠加算 -                 2,150           -                 -                 -                 2,150           -2,150      -2,150      皆減 皆減

臨時財政対策特例加算額 38,361          38,154          -                 -                 -                 38,154          207          207          0.5     0.5

特例加算額 -                 -                 1,200           -                 -                 1,200           -              -1,200      -        皆減

計

（一般会計繰入れ） 164,665       163,969       1,200          5,455          3,608          174,231       697          -9,566     0.4 -5.5

返      還      金 -                 0                 -                 -                 -                 0                 -0            -0            皆減 皆減

特別会計借入金 -                 -                 -                 -                 -                 -                 -              -              -        -        

特別会計借入金償還額 -1,000          -1,000          -                 -                 -                 -1,000          -              -              -        -        

借入金等利子充当分 -2,428          -4,361          -                 -                 -                 -4,361          1,933        1,933        -44.3 -44.3

剰 余 金 の 活 用 5,200           5,000           -                 -                 -                 5,000           200          200          4.0 4.0

地方公共団体金融機構の公庫債
権金利変動準備金の活用 3,500           -                 -                 -                 -                 -                 3,500        3,500        皆増 皆増

前年度からの繰越金 4,608           10,126          -                 -                 -                 10,126          -5,518      -5,518      -54.5  -54.5  

翌年度への繰越金 -                 -                 -                 -1,000          -3,608          -4,608          -              4,608        -        皆減

計 174,545       173,734       1,200           4,455           -                 179,388       811          -4,843     0.5 -2.7

合       計 174,545       173,734       1,200           4,455           -                 179,388       811          -4,843     0.5 -2.7

内
普 通 交 付 税 164,073        163,309        -                 881              -                 164,191        763          -118         0.5 -0.1

訳
特 別 交 付 税 10,473          10,424          1,200           3,573           -                 15,197          49            -4,725      0.5 -31.1

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある。
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二 平成24年度普通交付税の算定方法の改正案

１ 基準財政需要額の算定方法の改正

(1) 平成24年度から平成26年度までの間における措置として｢地域経済･雇用対策費｣を設けるこ

と。

(2) 少子・高齢社会に対応した地域福祉施策の充実、障害者の自立支援、高齢者の医療の確保、

国民健康保険の財政基盤の強化のための措置、子育て支援施策の充実、児童虐待防止、自殺予

防等に要する経費の財源を措置すること。

(3) 特別支援教育の充実、図書館施策の充実、教育情報化対策、私学助成の充実等教育施策に要

する経費、地方公共団体における情報化施策等の推進に要する経費の財源を措置すること。

(4) 住民の生活に直結する公共施設の整備及び維持管理に要する経費、観光立国推進対策、治安

維持特別対策、消防救急業務に要する経費の財源を措置すること。

(5) 環境と調和した循環型社会の形成に向けて、自然環境の保全、廃棄物の発生抑制や再利用の

促進、地球温暖化対策事業等に要する経費の財源を措置すること。

(6) 平成23年度において東日本大震災全国緊急防災施策に要する費用に充てるため発行について

同意又は許可を得た地方債の元利償還金を基準財政需要額に算入するため、「東日本大震災全

国緊急防災施策債償還費」を設けること。

(7) その他制度の改正に伴って必要となる経費及び地方公共団体の行政水準の確保のために必要

となる経費の財源を措置すること。

(8) 臨時財政対策債への振替額に相当する額を控除した額を基準財政需要額とすること。

２ 基準財政収入額の算定方法の特例

平成24年度において、東日本大震災の被災者等の負担の軽減を図る等のための固定資産税の課

税免除の措置等による減収額として総務省令で定める額の100分の75の額を加算する特例を設け

ること。

３ 特定被災地方公共団体に係る基準財政需要額及び基準財政収入額の算定方法の特例

特定被災地方公共団体に対して交付すべき普通交付税の額の算定に関し、必要な特例措置を設

けること。



三 平成24年度基準財政需要額及び収入額の対前年度増減見込額に関する調

（単位：億円）

区 分 道 府 県 市 町 村 合 計

１ 個 別 算 定 経 費
(２～４及び６を除 １，８７６ ９３９ ２，８１５
く)

２ 地域経済・雇用対策費 ３，２１１ ３，９８１ ７，１９２

基 ３ 地方再生対策費 △１，０９９ △１，８１８ △２，９１７

準
４ 雇用対策・地域資源 △２，１５５ △２，１８５ △４，３４０

財 活用推進費

政 ５ 包 括 算 定 経 費 △６４ △４９７ △５６１

需 ６ 公 債 費 ７５１ ４２８ １，１７９

要 ７ 小 計 ２，５１９ ８４８ ３，３６８

額 ８ 臨時財政対策債振替額 ８０ ６９８ ７７８

需要増減見込額(7-8)(A) ２，４３９ １５０ ２，５９０

23年度需要額 (B) １７９，５３７ ２０８，６５７ ３８８，１９３

増減率 (A)/(B) １．４％ ０．１％ ０．７％

基 収入増減見込額 (C) ２，３８８ △１８７ ２，２０１

準

財

政 23年度収入額 (D) ９２，２４８ １３１，７４２ ２２３，９９０

収

入

額 増減率 (C)/(D) ２．６％ △０．１％ １．０％

財 増減見込額(A)-(C) (E) ５１ ３３７ ３８９

源

不 23年度財源不足額 (F) ８７，２８９ ７６，９１５ １６４，２０３

足

額 増減率 (E)/(F) ０．１％ ０．４％ ０．２％

（注）１．本表は、平成23年度当初算定における財源不足団体を基礎に作成している。

２．平成23年度当初算定に対する増減見込額であり、精査の結果異動することがある｡

３．表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある。



四　平成24年度単位費用に関する調

１　道  府  県  分

（１）個別算定経費

  （単位：円、％）

 平成２４年度  平成２３年度  　 　
         　　  区                         分  単 位 費 用  単 位 費 用 (Ａ)－(Ｂ) 伸 び 率

          　(Ａ） （Ｂ）         　(Ｃ） (C)/(B)×100

  一  警      察       費  警 察 職 員 数 8,806,000 8,875,000  -69,000 -0.8 　

 1  道路橋りょう費  道 路 の 面 積 160,000 161,000  -1,000 -0.6 　

 道 路 の 延 長 2,013,000 2,075,000  -62,000 -3.0 　

 2  河    川    費  河 川 の 延 長 172,000 173,000  -1,000 -0.6 　

 3  港    湾    費  港 係留施設の延長 29,200 29,300  -100 -0.3 　

 湾 外郭施設の延長 6,100 6,110  -10 -0.2 　

 漁 係留施設の延長 11,500 11,900  -400 -3.4 　

  港 外郭施設の延長 5,980 6,040  -60 -1.0 　

 4  その他の土木費  人          口 1,550 1,640  -90 -5.5 　

 1  小  学  校  費  教  職  員  数 6,435,000 6,614,000  -179,000 -2.7 　

 2  中  学  校  費  教  職  員  数 6,484,000 6,677,000  -193,000 -2.9 　

 3  高 等 学 校 費  教  職  員  数 6,998,000 7,199,000  -201,000 -2.8 　

 生    徒    数 67,900 68,000  -100 -0.1 　

 4  特別支援学校費  教  職  員  数 6,322,000 6,496,000  -174,000 -2.7 　

 学    級    数 2,247,000 2,405,000  -158,000 -6.6 　

 5  その他の教育費  人          口 1,830 1,860  -30 -1.6 　

 公立大学等学生数 242,000 243,000  -1,000 -0.4 　

 私立学校等生徒数 266,400 262,900  3,500 1.3 　

 1  生 活 保 護 費  町 村 部 人 口 8,770 8,170  600 7.3 　

 2  社 会 福 祉 費  人          口 12,000 11,600  400 3.4 　

 3  衛    生    費  人          口 14,400 12,500  1,900 15.2 　

 4  高齢者保健福祉費  ６５歳以上人口 48,000 51,400  -3,400 -6.6 　

 ７５歳以上人口 91,500 101,000  -9,500 -9.4 　

 5  労    働    費  人          口 535 565  -30 -5.3 　

 1  農 業 行 政 費  農    家    数 119,000 120,000  -1,000 -0.8 　

 2  林 野 行 政 費  公有以外の林野の面積 5,020 5,110  -90 -1.8 　

 公有林野の面積 15,800 15,800  0 0.0 　

 3  水 産 行 政 費  水 産 業 者 数 330,000 335,000  -5,000 -1.5 　

 4  商 工 行 政 費  人          口 2,280 2,290  -10 -0.4 　

 1  徴    税    費  世    帯    数 6,350 6,650  -300 -4.5 　

 2  恩    給    費  恩給受給権者数 1,139,000 1,201,000  -62,000 -5.2 　

 3  地 域 振 興 費  人          口 773 761  12 1.6 　

   七　地域経済・雇用対策費  人          口 2,630 － 2,630 皆 増

地 方 再 生 対 策 費  人          口 － 969 -969 皆 減
雇 用 対 策・地 域 資 源 活
用 推 進 費  人          口 － 680 -680 皆 減

   八　公　債　費  「公債費の内訳」参照

（２）包括算定経費
  （単位：円、％）

 平成２４年度  平成２３年度  　 　
         　　  区                         分  単 位 費 用  単 位 費 用 (Ａ)－(Ｂ) 伸 び 率

          　(Ａ） （Ｂ）         　(Ｃ） (C)/(B)×100

 人          口 11,960 12,120  -160 -1.3 　

 面　　　　　積 1,291,000 1,262,000  29,000 2.3 　
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２　市  町  村  分

（１）個別算定経費

  （単位：円、％）

 平成２４年度  平成２３年度  　 　
         　　  区                         分  単 位 費 用  単 位 費 用 (Ａ)－(Ｂ) 伸 び 率

          　(Ａ） （Ｂ）         　(Ｃ） (C)/(B)×100

  一  消      防       費  人          口 11,300 11,200  100 0.9 　

 1  道路橋りょう費  道 路 の 面 積 79,600 82,400  -2,800 -3.4 　

 道 路 の 延 長 206,000 219,000  -13,000 -5.9 　

 2  港    湾    費  港 係留施設の延長 27,600 28,900  -1,300 -4.5 　

 湾 外郭施設の延長 6,100 6,110  -10 -0.2 　

 漁 係留施設の延長 11,600 11,900  -300 -2.5 　

  港 外郭施設の延長 4,380 4,400  -20 -0.5 　

 3  都 市 計 画 費  都市計画区域における人口 1,010 1,050  -40 -3.8 　

 4  公    園    費  人          口 561 611  -50 -8.2 　

 都市公園の面積 37,700 37,700  0 0.0 　

 5  下  水  道  費  人          口 94 94  0 0.0 　

 6  その他の土木費  人          口 1,820 1,880  -60 -3.2 　

 1  小  学  校  費  児    童    数 44,800 43,300  1,500 3.5 　

 学    級    数 914,000 916,000  -2,000 -0.2 　

 学    校    数 9,441,000 9,463,000  -22,000 -0.2 　

 2  中  学  校  費  生    徒    数 42,300 41,700  600 1.4 　

 学    級    数 1,149,000 1,211,000  -62,000 -5.1 　

 学    校    数 9,917,000 9,971,000  -54,000 -0.5 　

 3  高 等 学 校 費  教  職  員  数 7,096,000 7,269,000  -173,000 -2.4 　

 生    徒    数 81,200 78,900  2,300 2.9 　

 4  その他の教育費  人          口 5,180 5,200  -20 -0.4 　

 幼稚園の幼児数 353,000 355,000  -2,000 -0.6 　

 1  生 活 保 護 費  市  部  人  口 8,970 8,370  600 7.2 　

 2  社 会 福 祉 費  人          口 19,600 18,800  800 4.3 　

 3  保 健 衛 生 費  人          口 6,460 6,570  -110 -1.7 　

 4  高齢者保健福祉費  ６５歳以上人口 65,600 70,800  -5,200 -7.3 　

 ７５歳以上人口 81,400 92,000  -10,600 -11.5 　

 5  清    掃    費  人          口 5,230 5,440  -210 -3.9 　

五  1  農 業 行 政 費  農    家    数 83,800 90,700  -6,900 -7.6 　

 2  林野水産行政費  林業及び水産業の従業者数 289,000 285,000  4,000 1.4 　

 3  商 工 行 政 費  人          口 1,480 1,480  0 0.0 　

 1  徴    税    費  世    帯    数 5,300 5,800  -500 -8.6 　

 2  戸籍住民基本台帳費  戸    籍    数 1,540 1,550  -10 -0.6 　

 世    帯    数 2,360 2,880  -520 -18.1 　

 3　地 域 振 興 費  人　　　　　口 2,280 2,230  50 2.2 　

 面          積 1,219,000 1,219,000  0 0.0 　

  七　地域経済・雇用対策費  人          口 2,340 － 2,340 皆 増

地 方 再 生 対 策 費  人          口 － 1,260 -1,260 皆 減

 耕地及び林野面積 － 900 -900 皆 減
雇 用 対 策・地 域 資 源 活
用 推 進 費  人          口 － 526 -526 皆 減

  八　公　債　費  「公債費の内訳」参照

（２）包括算定経費

 平成２４年度  平成２３年度  　 　
         　　  区                         分  単 位 費 用  単 位 費 用 (Ａ)－(Ｂ) 伸 び 率

          　(Ａ） （Ｂ）         　(Ｃ） (C)/(B)×100

 人          口 22,070 22,500  -430 -1.9 　

 面　　　　  積 2,583,000 2,564,000  19,000 0.7 　

産　業

経済費

六

総

務

費

二

土

木

費

三

教

育

費

四

厚

生

費



(参考) 公債費の内訳

　　１　道　府　県　分
  （単位：円、％）

 平成２４年度  平成２３年度  　 　
         　　  区                         分  単 位 費 用  単 位 費 用 (Ａ)－(Ｂ) 伸 び 率

          　(Ａ） （Ｂ）         　(Ｃ） (C)/(B)×100

 1  災 害 復 旧 費 950 950 0 0.0

 2  補正予算債償還費 800 800 0 0.0

56 56 0 0.0

 3  地 方 税 減 収 補 塡 債 償 還 費 24 63 -39 -61.9

 4  地 域 財 政 特 例 対 策 債 償 還 費 37 40 -3 -7.5

 5  臨 時 財 政 特 例 債 償 還 費 37 40 -3 -7.5

 6  財 源 対 策 債 償 還 費 58 58 0 0.0

 7  減 税 補 塡 債 償 還 費 67 68 -1 -1.5

 8  臨 時 税 収 補 塡 債 償 還 費 19 19 0 0.0

 9　臨 時 財 政 対 策 債 償 還 費 67 68 -1 -1.5

10　東日本大震災全国緊急防災施策債償還費 6 － 6 皆 増

11  地 域 改 善 対 策 特 定 事 業 債 等 償 還 費 800 800 0 0.0

12  公 害 防 止 事 業 債 償 還 費 500 500 0 0.0

13  石 油 コ ン ビ ナ ー ト 等 債 償 還 費 500 500 0 0.0

14  地 震 対 策 緊 急 整 備 事 業 債 償 還 費 500 500 0 0.0

15  被 災 者 生 活 再 建 債 償 還 費 800 800 0 0.0

16　原子力発電施設等立地地域振興債償還費 700 700 0 0.0

17  災 害 復 興 等 債 利 子 支 払 費 950 950 0 0.0

　　２　市　町　村　分　
  （単位：円、％）

 平成２４年度  平成２３年度  　 　
         　　  区                         分  単 位 費 用  単 位 費 用 (Ａ)－(Ｂ) 伸 び 率

          　(Ａ） （Ｂ）         　(Ｃ） (C)/(B)×100

 1  災 害 復 旧 費 950 950 0 0.0

 2  辺 地 対 策 事 業 債 償 還 費 800 800 0 0.0

 3  補正予算債償還費 800 800 0 0.0

55 56 -1 -1.8

 4  地 方 税 減 収 補 塡 債 償 還 費 24 63 -39 -61.9

 5  地 域 財 政 特 例 対 策 債 償 還 費 36 36 0 0.0

 6  臨 時 財 政 特 例 債 償 還 費 37 40  -3  -7.5

 7  財 源 対 策 債 償 還 費 56 58 -2 -3.4

 8  減 税 補 塡 債 償 還 費 87 89  -2  -2.2

 9  臨 時 税 収 補 塡 債 償 還 費 53 53 0 0.0

10　臨 時 財 政 対 策 債 償 還 費 67 68 -1 -1.5

11　東日本大震災全国緊急防災施策債償還費 6 － 6 皆 増

12  地 域 改 善 対 策 特 定 事 業 債 等 償 還 費 800 800 0 0.0

13　過 疎 対 策 事 業 債 償 還 費 700 700 0 0.0

14  公 害 防 止 事 業 債 償 還 費 500 500 0 0.0

15  石 油 コ ン ビ ナ ー ト 等 債 償 還 費 500 500 0 0.0

16  地 震 対 策 緊 急 整 備 事 業 債 償 還 費 500 500 0 0.0

17  合 併 特 例 債 償 還 費 700 700 0 0.0

18　原子力発電施設等立地地域振興債償還費 700 700 0 0.0

19  災 害 復 興 等 債 利 子 支 払 費 950 950 0 0.0

平成10年度以前許可債に係るもの

平成11年度以降同意(許可)債に係るもの

平成10年度以前許可債に係るもの

平成11年度以降同意(許可)債に係るもの



五 平成24年度主要改定内容

１ 道 府 県 分

費 目 等 増減需要額 主 要 改 定 内 容

社 会 福 祉 費 ７８０億円程度 障害者自立支援給付費負担金の増等

衛 生 費 ２，３５０億円程度 国民健康保険都道府県調整交付金の増等

高 齢 者 保 健 福 祉 費 １，７４０億円程度 介護給付費負担金、後期高齢者医療給付
（ 6 5 歳 以 上 人 口 ） 費負担金の増等
（ 7 5 歳 以 上 人 口 ）

地域経済・雇用対策費 ３，３００億円程度
「地方再生対策費」及び「雇用対策

地 方 再 生 対 策 費 △ １，１３０億円程度 ・地域資源活用推進費」を「地域経
済・雇用対策費」として整理・統合

雇 用 対 策 ・ 地 域 資 源 活 用 推 進 費 △ ２，２５０億円程度

（注）増減需要額は、平成23年度当初算定に対するものであり、精査の結果異動することがある。

２ 市 町 村 分

費 目 等 増減需要額 主 要 改 定 内 容

生 活 保 護 費 ７７０億円程度 扶助費の増等

社 会 福 祉 費 １，０２０億円程度 障害者自立支援給付費負担金の増等

高 齢 者 保 健 福 祉 費 １，２７０億円程度 介護給付費負担金、後期高齢者医療給付
（ 6 5 歳 以 上 人 口 ） 費負担金の増等
（ 7 5 歳 以 上 人 口 ）

地域経済・雇用対策費 ４，１００億円程度
「地方再生対策費」及び「雇用対策

地 方 再 生 対 策 費 △ １，８７０億円程度 ・地域資源活用推進費」を「地域経
済・雇用対策費」として整理・統合

雇 用 対 策 ・ 地 域 資 源 活 用 推 進 費 △ ２，２５０億円程度

（注）増減需要額は、平成23年度当初算定に対するものであり、精査の結果異動することがある。



六　平成24年度単位費用の積算に用いる統一単価等

　１　職員給与の積算に用いる統一単価等

　　（１）　本　　俸

道　　府　　県 市　　町　　村

区　　　　分 摘　　　　　要 平成24年度 平成23年度 平成24年度 平成23年度

円 円 円 円

給 料 一 般 職 員 部 長 職 （１人当たり月額） 421,900 419,300 395,900 394,600

課 長 職
（ 〃
） 377,600 375,300 361,500 360,300

職 員 Ａ
（ 〃
） 331,500 329,400 330,500 329,400

職 員 Ｂ
（ 〃
） 213,900 212,600 213,300 212,600

小 学 校 校 長
（ 〃
） 437,900 448,500 　　　　　　－ 　　　　　　－

教 職 員 教 頭 等
（ 〃
） 407,200 417,000 　　　　　　－ 　　　　　　－

教 諭 等
（ 〃
） 340,200 348,300 　　　　　　－ 　　　　　　－

栄 養 教 諭 等
（ 〃
） 278,800 285,500 　　　　　　－ 　　　　　　－

事 務 職 員
（ 〃
） 302,900 310,100 　　　　　　－ 　　　　　　－

中 学 校 校 長
（ 〃
） 439,900 450,200 　　　　　　－ 　　　　　　－

教 職 員 教 頭 等
（ 〃
） 405,700 415,100 　　　　　　－ 　　　　　　－

教 諭 等
（ 〃
） 339,700 347,600 　　　　　　－ 　　　　　　－

栄 養 教 諭 等
（ 〃
） 282,300 288,900 　　　　　　－ 　　　　　　－

事 務 職 員
（ 〃
） 312,300 319,500 　　　　　　－ 　　　　　　－

高 等 学 校 校 長
（ 〃
） 436,400 450,400 436,300 450,300

教 職 員 教 頭 等
（ 〃
） 415,100 428,200 415,100 428,200

教 諭 等
（ 〃
） 335,200 345,900 335,200 345,900

実 習 助 手
（ 〃
） 193,500 199,800 193,600 199,900

特 別 支 援 校 長
（ 〃
） 464,500 477,700 　　　　　　－ 　　　　　　－

学校教職員 教 頭 等
（ 〃
） 428,000 440,100 　　　　　　－ 　　　　　　－

教 諭 等
（ 〃
） 339,000 345,100 　　　　　　－ 　　　　　　－

実 習 助 手
（ 〃
） 193,500 199,800 　　　　　　－ 　　　　　　－

栄 養 教 諭 等
（ 〃
） 252,900 259,800 　　　　　　－ 　　　　　　－

事 務 職 員
（ 〃
） 283,600 287,800 　　　　　　－ 　　　　　　－

そ の 他 の 教 育 長
（ 〃
） 504,700 501,700 433,200 436,700

教 職 員 大 学 長
（ 〃
） 580,800 587,400 　　　　　　－ 　　　　　　－

大 学 教 授
（ 〃
） 456,000 461,200 　　　　　　－ 　　　　　　－

大 学 准 教 授
（ 〃
） 355,700 359,700 　　　　　　－ 　　　　　　－

大 学 講 師
（ 〃
） 314,500 318,100 　　　　　　－ 　　　　　　－

大 学 助 教
（ 〃
） 272,100 275,200 　　　　　　－ 　　　　　　－

幼 稚 園 長
（ 〃
） 　　　　　　－ 　　　　　　－ 327,000 331,000

幼 稚 園 教 頭
（ 〃
） 　　　　　　－ 　　　　　　－ 312,200 316,000

幼 稚 園 教 員
（ 〃
） 　　　　　　－ 　　　　　　－ 241,800 244,700

警 察 職 員 警 察 官
（ 〃
） 302,400 304,000 　　　　　　－ 　　　　　　－

消 防 職 員 消 防 吏 員
（ 〃
） 　　　　　　－ 　　　　　　－ 263,100 263,900



　　（２）　職員手当等

平成24年度 平成23年度 平成24年度 平成23年度

円 円 円 円

扶 養 一 般 職 員 （１人当たり月額） 11,778 11,778 10,654 10,654

手 当 教 育 職 員 小学校教職員 （ 〃 ） 6,273 6,421 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

中学校教職員 （ 〃 ） 8,557 8,854 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

高等学校教員 （ 〃 ） 12,170 12,170 12,253 12,253

特 別 支 援 （ 〃 ） 6,236 6,414 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －
学 校 教 職 員

大 学 教 員 （ 〃 ） 9,121 9,121 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

幼 稚 園 教 員 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 2,459 2,459

警 察 職 員 警 察 官 （ 〃 ） 14,148 14,148 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

消 防 職 員 消 防 吏 員 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 15,523 15,523

円 円 円 円

管 理 職 一 般 職 員 部 長 （１人当たり月額） 103,900 103,900 81,900 81,900

手 当 課 長 （ 〃 ） 72,500 72,500 62,100 62,100

義務教育職員 校 長 （ 〃 ） 67,307 67,951 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

教 頭 等 （ 〃 ） 58,799 58,790 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

高等学校教職員 校 長 （ 〃 ） 68,300 68,300 68,300 68,300

教 頭 等 （ 〃 ） 54,200 54,750 54,200 54,200

その他の教職員 大 学 長 （ 〃 ） 93,500 93,500 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

大 学 教 授 （ 〃 ） 80,200 80,200 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

幼 稚 園 長 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 53,700 53,700

幼 稚 園 教 頭 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 32,700 32,700

円 円 円 円

管 理 職 一 般 職 員 部 長 （１人当たり年額） 10,000 10,000 8,500 8,500

特 別 勤 課 長 （ 〃 ） 8,500 8,500 7,000 7,000

務 手 当 義務教育職員 校 長 （ 〃 ） 7,000 7,000 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

教 頭 等 （ 〃 ） 7,000 7,000 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

高等学校教職員 校 長 （ 〃 ） 7,000 7,000 7,000 7,000

教 頭 等 （ 〃 ） 7,000 7,000 7,000 7,000

時 間 外 一 般 職 員 （ 部 長 ・ 課 長 を 除 く ） （ 給 料 年 額 ）  7/100  7/100  7/100  7/100

手 当 教 育 職 員 学校栄養職員 （ 〃 ）  6/100  6/100  6/100  6/100
及び事務職員

警 察 職 員 警 察 官 （ 〃 ）  13/100  13/100 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

消 防 職 員 消 防 吏 員 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 8/100  8/100

期 末 勤 全 職 員 （給料＋扶養手当月額等）  3.94月  3.94月  3.94月  3.94月

勉 手 当

区         分 摘　　　　　  要

道　　府　　県 市　　町　　村



道　　府　　県 市　　町　　村

　　　　　　摘　　　　　要 平成24年度 平成23年度 平成24年度 平成23年度

退 職 一 般 職 員 （ 給 料 年 額 ）  173.0/1000  165.6/1000  223.7/1000  209.9/1000

手 当 義務教育 職員 小 学 校 （ 〃 ）  171.2/1000  161.3/1000 － －

中 学 校 （ 〃 ）  171.2/1000  161.3/1000 － －

そ の 他 の 教 職 員 （ 〃 ）  173.0/1000  165.6/1000  223.7/1000  209.9/1000

警 察 職 員 警 察 官 （ 〃 ）  173.0/1000  165.6/1000 － －

消 防 職 員 消 防 吏 員 （ 〃 ） － －  223.7/1000  209.9/1000

基 金 一 般 職 員  1.07/1000  1.07/1000  1.20/1000  1.20/1000

負 担 金 義務教育 職員  0.76/1000  0.76/1000 － －

高 等 学 校 教 職 員  1.05/1000  1.05/1000  1.05/1000  1.05/1000

 1.05/1000  1.05/1000  1.05/1000  1.05/1000

そ の 他 の 教 職 員  1.07/1000  1.07/1000  1.20/1000  1.21/1000

 1.05/1000  1.05/1000 － －

－ －  1.05/1000  1.05/1000

警 察 職 員  3.18/1000  3.18/1000 － －

消 防 職 員 － －  1.67/1000  1.67/1000

短期 長期 追加費用 短期 長期 追加費用 短期 長期 追加費用 短期 長期 追加費用

共 済 地 方 職 員 一 般 職 員 （ 給 料 年 額 ） 61.70 100.8032 87.2 59.98 98.5908 112.9 63.79 100.8032 50.5 61.41 98.5908 59.2

組 合 共 済 組 合
1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

負 担 金

（ 期 末 手 当 等 ） 49.36 80.6426 47.99 78.8726 51.03 80.6426 49.13 78.8726
1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

（ 公 経 済 ） 37.7 38.5 37.7 38.5
1000 1000 1000 1000

消 防 吏 員 （ 給 料 年 額 ） － － 63.79 100.8032 50.5 61.41 98.5908 59.2
1000 1000 1000 1000 1000 1000

（ 期 末 手 当 等 ） － － 51.03 80.6426 49.13 78.8726
1000 1000 1000 1000

（ 公 経 済 ） － － 37.7 38.5
1000 1000

公 立 学 校 教 職 員 （ 給 料 年 額 ） 55.82 100.8032 108.3 49.70 98.5908 136.9 － －

共 済 組 合 （ 義 務 制 ）
1000 1000 1000 1000 1000 1000

（ 期 末 手 当 等 ） 44.65 80.6426 39.75 78.8726 － －
1000 1000 1000 1000

（ 公 経 済 ） 37.7 38.5 － －
1000 1000

教 職 員 （ 給 料 年 額 ） 55.82 100.8032 64.0 49.70 98.5908 81.9 55.82 100.8032 64.0 49.70 98.5908 81.9

（ 非 義 務 制 ）
1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

（ 期 末 手 当 等 ） 44.65 80.6426 39.75 78.8726 44.65 80.6426 39.75 78.8726
1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

（ 公 経 済 ） 37.7 38.5 37.7 38.5
1000 1000 1000 1000

警 察 警 察 官 （ 給 料 年 額 ） 59.76 100.8032 76.7 56.84 98.5908 95.3 － －

共 済 組 合
1000 1000 1000 1000 1000 1000

（ 期 末 手 当 等 ） 47.81 80.6426 45.47 78.8726 － －
1000 1000 1000 1000

（ 公 経 済 ） 37.7 38.5 － －
1000 1000

区　　　　分

消防吏員（ 〃 ）

教育委員会職員（ 〃 ）

大学教職員（ 〃 ）

幼稚園教職員（ 〃 ）

警察官及び事務職員（ 〃 ）

（給料総額－退職手当－共済組合負担金・年額）

（ 〃 ）

教 員 （ 〃 ）

事務職員（ 〃 ）



　　　　　　摘　　　　　要 平成24年度 平成23年度 平成24年度 平成23年度

円 円 円 円

共 済 地 方 職 員 （１人当たり年額） 240 240 9,950 10,060

組 合
共 済 組 合

事 務 費 公 立 学 校 （ 〃 ） 240 240 240 240
共 済 組 合

警 察 （ 〃 ） 240 240 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －
共 済 組 合

円 円 円 円

通 勤 一 般 職 員 （１人当たり月額） 11,024 10,997 6,694 6,677

手 当 義 務 教 育 職 員 小 学 校 （ 〃 ） 6,052 6,042 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

中 学 校 （ 〃 ） 6,660 6,612 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

高 等 学 校 教 職 員 教 員 （ 〃 ） 8,222 8,202 9,940 9,915

事 務 職 員 （ 〃 ） 11,024 10,997 6,694 6,677

特 別 支 援 教 職 員 （ 〃 ） 8,132 8,202 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －
学 校 教 職 員

そ の 他 の 教 職 員 大 学 教 員 （ 〃 ） 9,041 9,019 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

幼稚園 教員 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 6,617 6,601

警 察 職 員 警 察 官 （ 〃 ） 9,634 9,550 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

消 防 職 員 消 防 吏 員 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 7,541 7,522

円 円 円 円

住 居 一 般 職 員 （１人当たり月額） 4,505 4,610 3,318 3,387

手 当 義 務 教 育 職 員 小 学 校 （ 〃 ） 4,503 4,432 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

中 学 校 （ 〃 ） 5,108 5,032 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

高 等 学 校 教 職 員 教 員 （ 〃 ） 5,243 5,365 3,275 3,340

事 務 職 員 （ 〃 ） 4,505 4,610 3,318 3,387

特 別 支 援 教 職 員 （ 〃 ） 5,572 5,528 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －
学 校 教 職 員

そ の 他 の 教 職 員 大 学 教 員 （ 〃 ） 6,866 6,978 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

幼稚園 教員 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 2,485 2,521

警 察 職 員 警 察 官 （ 〃 ） 3,622 3,728 　　　　　  　 － 　　　　　  　 －

消 防 職 員 消 防 吏 員 （ 〃 ） 　　　　　  　 － 　　　　　  　 － 4,507 4,613

（注）１．管理職手当、退職手当及び基金負担金の義務教育職員には、特別支援学校の小中学部の教職員を、基金負担金の高等学校教職員

　　　 には、特別支援学校の高等部の教職員を含む。

　　　２．警察官、高等学校及び消防学校の一般職員には、上記のほか宿日直手当が加算される。

区           分

道　　府　　県 市　　町　　村



２　職員給与費単価（一般職員分）

本　　俸 扶養手当 管理職手当又 管理職特別 期末勤勉手当 退職手当 基金負担金 共済組合 通勤手当 住居手当 計 ２４年度単価 ２３年度単価

は時間外手当 勤務手当 負 担 金 　

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 千円 千円

道 部　長　職 5,062,800 141,340 1,246,800 10,000 2,456,720 875,860 9,740 1,915,020 132,290 54,060 11,904,630 11,900 11,910

府 課　長　職 4,531,200 141,340 870,000 8,500 1,757,310 783,900 8,020 1,639,930 132,290 54,060 9,926,550 9,930 9,940

県 職　員　Ａ 3,978,000 141,340 278,460 　　　　　　－ 1,488,930 688,190 6,500 1,430,720 132,290 54,060 8,198,490 8,200 8,210

分 職　員　Ｂ 2,566,800 141,340 179,680 　　　　　　－ 889,170 444,060 4,240 911,260 132,290 54,060 5,322,900 5,320 5,330

市 部　長　職 4,750,800 127,850 982,800 8,500 1,835,800 1,062,750 9,390 1,566,630 80,330 39,820 10,464,670 10,460 10,390

町 課　長　職 4,338,000 127,850 745,200 7,000 1,608,720 970,410 8,340 1,419,930 80,330 39,820 9,345,600 9,350 9,280

村 職　員　Ａ 3,966,000 127,850 277,620 　　　　　　－ 1,478,270 887,190 7,160 1,300,290 80,330 39,820 8,164,530 8,160 8,100

分 職　員　Ｂ 2,559,600 127,850 179,170 　　　　　　－ 882,380 572,580 4,640 830,580 80,330 39,820 5,276,950 5,280 5,240

区       分



七　  平成23年度普通交付税額の決定に関する調
（単位：億円、％）

普通交付税
区　　　　　分 財源超過額 財源不足額 普通交付税額 の全体に占

財源不足団体 財源超過団体 計 財源不足団体 財源超過団体 計 める割合

道　　　府　　　県 179,735 18,707 198,442 92,482 15,803 108,285 -2,904     87,253 87,253 53.1

大　　都　　市 43,323 14,507 57,830 37,126 19,449 56,575 4,942 6,197 6,197 3.8

市
中　　核　　市 26,463 -          26,463 19,093 -          19,093 -          7,370 7,370 4.5

特　　例　　市 14,979 304 15,283 11,691 338 12,029 33 3,288 3,288 2.0

町

基　準　財　政　需　要　額 基　準　財　政　収　入　額

町

都　　　　　　市 93,416 4,375 97,791 52,747 4,910 57,658 535 40,669 40,669 24.8

村 町　　　　　　村 30,718 1,056 31,774 11,304 1,274 12,577 217 19,414 19,414 11.8

計 208,900 20,243 229,143 131,962 25,971 157,932 5,728 76,938 76,938 46.9

合　　　　　　　計 388,635 38,950 427,585 224,444 41,773 266,217 2,824 164,191 164,191 100.0

（注）　 　１　市町村分については、一般算定分と合併算定替分を単純に合算したものである。
　２　表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない箇所がある。



八　地方交付税の額の変遷に関する調（最近１０カ年）

（単位：億円）

年      度 区      分 普通交付税 特別交付税 計

道府県分 106,395 1,784 108,178

平成14年度 市町村分 77,327 9,943 87,270

計 183,722 11,727 195,449

道府県分 98,178 1,607 99,785

平成15年度 市町村分 71,677 9,231 80,908

計 169,855 10,838 180,693

道府県分 91,473 1,609 93,082

平成16年度 市町村分 67,895 9,225 77,119

計 159,368 10,833 170,201

道府県分 90,792 1,424 92,216

平成1７年度 市町村分 68,655 8,716 77,371

計 159,447 10,140 169,587

道府県分 84,974 1,249 86,223

平成18年度 市町村分 65,434 8,296 73,730

計 150,408 9,545 159,954

道府県分 80,603 1,159 81,762

平成19年度 市町村分 62,301 7,965 70,265

計 142,903 9,124 152,027

道府県分 80,021 1,175 81,195

平成20年度 市町村分 64,795 8,070 72,865

計 144,816 9,245 154,061

道府県分 80,623 1,219 81,841

平成21年度 市町村分 68,087 8,274 76,361

計 148,710 9,493 158,202

道府県分 86,220 1,445 87,665

平成22年度 市町村分 75,397 8,873 84,271

計 161,617 10,318 171,936

道府県分 87,253

平成23年度 市町村分 76,938

計 164,191

（注）　１．再算定のあった年度については再算定後の数値による。
　　　　２．表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある。



九　普通交付税の交付・不交付団体数に関する調（最近10年間）

区　　分 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

交　付 不交付 計 交　付 不交付 計 交　付 不交付 計 交　付 不交付 計 交　付 不交付 計

道　　府　　県 46     1      47     46     1      47     46     1      47     46     1      47     45     2      47     
(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

大　都　市 12     -      12     12     1      13     12     1      13     13     1      14     11     4      15     
市

中　核　市 29     1      30     33     2      35     31     4      35     31     4      35     29     7      36     

特　例　市 31     6      37     31     8      39     31     9      40     30     10     40     26     13     39     
町

都　 　 市 550    46     596    544    46     590    547    60     607    585    65     650    607    82     689    

町　  　村 2,491  52     2,543  2,456  57     2,513  2,344  61     2,405  1,591  65     1,656  980    61     1,041  
村 (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

計 3,113  105    3,218  3,076  114    3,190  2,965  135    3,100  2,250  145    2,395  1,653  167    1,820  
(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

合　　　　　計 3,159 106    3,265  3,122 115  3,237 3,011 136   3,147 2,296 146  2,442 1,698 169   1,867  

区　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

交　付 不交付 計 交　付 不交付 計 交　付 不交付 計 交　付 不交付 計 交　付 不交付 計

道　　府　　県 45     2      47     45     2      47     46     1      47     46     1      47     46     1      47     
(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

大　都　市 13     4      17     12     5      17     13     5      18     18     1      19     19     -      19     
市

中　核　市 28     7      35     31     8      39     34     7      41     39     1      40     40     1      41     

特　例　市 29     15     44     28     15     43     26     15     41     39     2      41     38     2      40     
町

都　 　 市 592    94     686    598    86     684    613    70     683    651    35     686    663    23     686    

町　  　村 956    66     1,022  942    63     1,005  940    54     994    910    31     941    906    32     938    
村 (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

計 1,618  186    1,804  1,611  177    1,788  1,626  151    1,777  1,657  70     1,727  1,666  58     1,724  
(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

合　　　　　計 1,663 188    1,851  1,656 179  1,835 1,672 152   1,824 1,703 71   1,774 1,712 59    1,771  
（注）１．本表の数値は、再算定の行われた年度については、再算定によるものである。

２．東京都特別区は、地方交付税法第21条（都等の特例）の規定により、上段（　）外書きとしている。

３．財源不足団体であっても、調整率により不交付団体となったものについては、不交付としている。
４．一本算定は不交付団体であるが、合併特例の適用により交付税が交付される団体は、不交付としている。
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